
基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

 

現 状 施 策 

課 題 

政策４  
 

 市民が自らの役割と責任を担い、 
 誰もが尊重され、活躍できる住みよいまちをつくる 
 

 

男女共同参画、多文化共生、協働、まちづくりに関する政策 
 

 誰もが互いの人権を尊重し、個性と能力を発揮し、活躍できるまちづくりを進めま

す。 

 市民組織、企業、団体、行政など多様な主体が連携、協働するとともに、それ

ぞれの持てる力を発揮し、役割と責任を担う住民主体のまちづくりを進めます。 

 

 

 

 性別や国籍に関わらず、誰もが活躍できる住みよいまちを実現するには、互いの価値観や多様性を理解

し、認め合い、人権を尊重する意識が大切です。 

 ライフスタイルの多様化、自治会等への参加意識の希薄化、高齢化の進展などにより地域活動の担い手

が不足し、行政自治の基盤となる住民自治機能が低下しています。一方、震災等の災害をきっかけとして、

同じ地域に住む人々が互いに助け合う、身近な地域の相互扶助の重要性が全国で再認識されるとともに

災害復旧や社会的課題の解決に自らの時間と経験を活かす、ボランティアへの関心が高まっています。 

 多様化・複雑化する市民ニーズに対応し、活力ある地域社会づくりを進めるため、多様な活動主体が連

携し、誰もが活躍できる社会の構築が必要です。 

 

 

 

① 家庭、地域、職場の中で、誰もが持てる力を発揮し、協力し合う社会の推進 

② 多文化共生意識の醸成と国際交流の促進 

③ ボランティアや市民活動への理解促進と活動支援 

④ 地域活動の担い手の育成、住民主体のまちづくりの促進 

 

（（仮データ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①女性が輝く社会の実現を目指すとともに、男女共同参画を推進する 

・家庭・地域・職場など、様々な場面で女性が能力を発揮し、いきいきと輝けるよう支援します。 

・女性の活躍を応援する団体や企業の活動を支援し、リーダー的役割を担う女性を育成します。 

・男女が互いに持てる力を発揮しあい、支えあう男女共同参画を推進します。 

②多文化共生の地域づくりと国際交流を推進する 

・本市に暮らす日本人・外国人相互の理解を深め、ともに能力を活かす、多文化共生の地域づくりを

推進します。 

・海外の姉妹友好都市との関係を活かし、教育や文化などの国際交流を推進します。 

③力を出し合い、みんなで担う協働のまちづくりをすすめる 

・ボランティアや市民活動への理解と関心を高め、参加を促進し、活動を支援します。 

・総合ボランティアセンターを拠点としてボランティア活動を総合的に支援します。 

④住民が主体となったまちづくりをすすめる 

・地域コミュニティの主体である自治会活動等の活性化や、地域活動の担い手の育成を図ります。 

・地域の特色を活かした、住民主体のまちづくりを促進します。 

 

 

 

■ 福井市自治会加入率の推移 



基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

 

現 状 施 策 

課 題 

政策５  
 

 すべての市民が健康で生きがいをもち 
 安心して暮らせるまちをつくる 
 

 

福祉に関する政策 

 

 すべての市民が生涯にわたり、心身ともに健康で生きがいを持ち、自立した生活
を送れるよう支援します。 

 子どもの健やかな成長を支援するとともに、子育て世代、高齢者、障がい者を
地域で支えあい、誰もが安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 急激な高齢化と現役世代の人口減少が進む中、社会保障制度の維持は大きな課題となっています。国

は、高齢者世代を主たる給付対象とするこれまでの社会保障から、切れ目なく全世代を対象とする社会保

障への転換、能力に応じた負担、医療・介護サービスの提供体制を地域ごとに再構築するとした制度改革

を示しました。 

 本市においてもこれらの制度改正を踏まえながら、社会保障の充実と重点化・効率化に取り組むことが求

められています。 

 支援が必要な人に適切に行き渡るよう、求められる支援を的確に見込み、利用者が選択できる仕組みを

つくることや、住民にもっとも身近な地域において、地域特性に応じたきめ細かい福祉サービスを充実するこ

とにあわせ、支援が必要になる前の段階からの健康維持や自立支援がより重要になってきています。 

 今後は、行政機関だけではなく、民間企業や非営利団体、住民団体等との連携により、子どもから大人、

高齢者まで切れ目のない持続可能な医療・福祉の提供が求められています。 

 

 

①  市民が安心して医療を受けられる国民健康保険制度の維持、健康寿命の延伸 

②  子ども・子育て支援の量的拡充と質の改善 

③ ④高齢者も障がいのある人も、地域の支え合いの中で安心して暮らせるまちづくりの推進 

⑤  保護が必要な世帯への社会的・経済的自立を促す支援 

（仮データ） 

関連データ 

 

①生涯にわたる健康づくりを支援する 

・認知症の早期発見や疾病の早期発見、重症化予防、生活習慣改善を支援します。 

・健康への意識を向上し、医療保険制度を適正に運営します。 

・妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに応えられるよう、関係機関との連携を強化し、子育て

世代への支援の充実を図ります。 

②子どもが健やかに生まれ育つ環境をつくる 

・若者への意識啓発や、男女の出会いのきっかけとなる場の創出を図ります。 

・結婚、妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援を行い、若者が結婚や子育てに夢と希望が持て

る環境を整えます。 

・地域と連携しながら安心して子どもを産み育てることのできる環境を整備します。 

・家庭や職場において、仕事と生活の調和を図るための意識啓発を行い、安心して子育てができる

環境づくりにつなげます。 

・教育・保育の質を向上させるとともに、子どもの健やかな成長を支援します。 

③高齢者が生涯にわたって社会参画でき、安心して暮らせる環境をつくる 

・高齢者が地域で安心して暮らせるよう、医療、介護、介護予防、生活支援などの様々な支援が切

れ目なく提供される地域包括ケアを推進します。 

・これまで培ってきた技術やノウハウを活かしながら、高齢者が社会や地域で活躍し、充実した生活

が送れるよう支援します。 

④障がいのある人が地域で安心して生活できるよう支援する 

・障がいのある人の日常生活を支援する体制の整備や社会参加の促進などにより、地域で安心して

生活できるよう支援します。 

⑤生活困窮者の自立を支援する 

・生活困窮に至る前への支援や、必要に応じた適切な保護により、社会的・経済的自立を支援しま

す。 

 

 

 

■ 保育園等の入園状況 ■ 国民健康保険特定健康診査の受診率の推移 



基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

 

現 状 施 策 

課 題 

政策６  
 

 環境にやさしい持続可能なまちをつくる 
  
 

 

環境に関する政策 

 

 市民、企業、団体、行政が連携し、福井の豊かな自然環境や、水とみどりが豊

かな都市環境を守り育てます。 

 低炭素型社会、循環型社会を目指し、地球規模の環境問題に対応した持続可

能なまちづくりを進めます。 

 

 

 

 地球温暖化防止は、国際的枠組みで取組みを進めていくことが求められています。 

 国は、持続可能な社会の実現に向け、廃棄物を新たな資源と捉えるなど、限りある天然資源の消費抑制

を目指しており、県では、地球温暖化対策の推進や里山里海湖の活用、環境教育の推進などを重要な施

策として進めています。 

 本市においても、身近な環境保全に努めるほか、都市部における水辺の整備や緑化、里地里山の環境

保全を推進しています。 

 しかしながら、本市は、一世帯あたりの電気使用量や自動車の保有台数が全国でも上位にあり、市民一

人あたりのごみの排出量は、近年横ばい状態が続くなど、環境負荷が小さい状況とはいえません。 

 今後、さらに市民、企業、団体、行政の連携した取組みの推進と、環境のことを考え行動できる人づくりが

重要です。 

 

 

① 里地里山などの身近な自然環境の保全、良好な生活環境の維持と都市部の水辺環境の整備や

緑化の推進 

② 環境負荷の少ない生活への転換による低炭素型社会の形成や更なる 3Ｒ※の推進による循環型

社会の形成、資源物及び廃棄物の適切な処理 

※ごみの発生抑制（Reduce リデュース）、再使用（Reuse リユース）、再生利用（Recycle リサイクル）の頭文字

をとった言葉 

③ 持続可能な社会をつくるため、環境について自ら考え行動できる人づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

①良好な生活環境、水とみどりが豊かな都市環境を守り育てる 

・身近な自然環境を守り育て、自然や生き物の保護・再生活動を促進します。 

・事業活動における公害の未然防止及び環境負荷の低減に努めるよう指導啓発します。 

・身近な河川の水辺環境の整備や街路樹の維持管理を行ないます。 

②環境への負荷を低減する          

・公共交通機関や自転車の利用など環境負荷の少ない生活を推進し、低炭素型社会の実現を目

指します。 

・市民、企業、団体、行政が連携し、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用を進めます。 

・資源物及び廃棄物を適切に処理し、市民の衛生的な生活環境を守ります。 

③環境について考え、行動できる人づくりをすすめる 

・学校や家庭、職場などでの環境学習・環境啓発により、持続可能な社会の構築のため、自ら考え、

行動できる人づくりをすすめます。 

 

 

 

■ごみ排出量の推移 

総排出量（ｔ） 99,878 101,934 101,311 99,292 95,246 

 

（仮データ） 



基本目標２ みんなでつくる住みよいまち 

 

現 状 施 策 

課 題 

政策７  
 

 災害・事故に強い安全・安心なまちをつくる 

 
 

防災、防火、防犯に関する政策 
 

 災害・事故から市民の生命と財産を守るため、地域の防災力を高め、地震や津
波、火災、風水害、原子力事故等への対応を強化します。 

 防火や防犯、交通安全に対する意識の高揚、啓発を行い、関係機関や地域住
民の連携により、くらしに身近な生活安全を守ります。 

 

 

 

 

 未曾有の被害をもたらした東日本大震災の教訓を踏まえ、国は災害対策基本法を改正し、大規模災害にお

ける被害発生をあらかじめ想定した上で、できるだけ被害の最小化を図る「減災」の考え方を盛り込みました。 

 本市においても、迅速な危機対応を図るため、国や県の計画の見直しを反映し、福井市地域防災計画をはじ

めとする各種計画の見直しを行うとともに、公共施設の耐震化をはじめ、防災施設や防災物資の備蓄、地域の

防災活動の支援等に計画的に取り組んできました。今後はさらに、自助・共助の考えに基づく防災意識の啓発

や各種防災対策の強化が重要となります。 

 また、多様な災害から市民の生命・財産を守るためには、消防体制の整備と防火意識の啓発とともに、超高

齢社会に対応するための救急体制の強化が重要です。 

 一方、生活に身近な安全安心については、少子高齢化に伴い増加傾向にある空き家への対応に加え、高齢

者が関わる消費者トラブルや交通事故が多いことから、今後も関係機関が連携して効果的な啓発活動を行い、

地域ぐるみで犯罪に対する抑止力を高める仕組みづくりが求められています。 

 

 

① より実践的な訓練の実施、災害時に地域で主体的に動ける人材育成、地域における避難体制整備な

ど、自主防災組織への支援強化 

② 消防体制及び救急体制の強化、防火安全対策の推進 

③ 地域における街頭犯罪等の防止、老朽化した危険空き家への対応 

④ 消費者保護、かしこい消費者の育成 

⑤ 交通安全の指導・啓発、自転車運転中のマナーの向上 

 

 

 

①地域の防災力を高める 

・災害から市民の生命・身体・財産を守るため、関係機関との連携を強め、危機管理体制を充実しま

す。 

・事前に災害時の被害を想定した情報提供の強化と、適切な計画の見直しにより減災に取り組みます。 

・人材育成や意識啓発を行い、市民一人ひとりの防災意識を高揚します。 

・自主防災組織の育成・支援や自力での避難が困難な人に対する地域での支援体制づくりの推進等、

地域の防災力を向上します。 

②火災等から人命と財産を守る 

・消防施設等の整備を着実に進め、消防体制を強化します。 

・防火安全対策を推進し防火意識の高揚を図ります。 

・救急活動能力の向上を図り、救急体制を強化します。 

③地域における防犯力を向上する 

・地域における防犯への意識啓発と活動の支援により、安全で安心な地域をつくります。 

・老朽危険空き家等の適正な管理を進めます。 

④安全で安心な消費生活を支える 

・複雑多様化する消費者問題に対応できるよう、関係機関との連携を強化し、消費者保護に努めます。 

・消費生活に関する情報提供、学習機会を充実し、かしこい消費者を育成します。 

⑤交通安全対策を推進する 

・交通安全意識と交通マナーを向上し、交通事故の防止を図ります。 

 

■救急出場件数の推移 ■消費生活に関する相談件数の推移 
（仮データ） 
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